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貸借対照表

（2019年３月31日現在）

千円 千円

28,414,743 26,982,912

2,533,749 533,750

28,351 337,125

2,834 6,048,023

33,826 8,106,924

573,250 18,706

3,094,308 11,664,994

6,297,778 167,525

1,685,577 6,531

20,000 44,222

530,110 12,791

13,454,413 42,317

160,543 484,354

1,979,601 403,977

287,695 80,377

36,358 74,324

4,577 74,324

246,759

4,556 27,541,591

4,556

1,687,349 2,670,631

837,735 2,000,000

7,730 1,683,561

112,786 500,000

580,554 1,183,561

184,491 △ 1,012,929

1,422,733 △ 1,012,929

92,270 △ 1,012,929

△ 1,550,953 182,121

182,121

2,852,753

30,394,344 30,394,344

岡藤商事株式会社

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

委 託 者 未 収 金
一 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

商 品 借 入 商 品

前 払 費 用 預 り 商 品

保 管 借 入 商 品 未 払 法 人 税 等

保 管 有 価 証 券 預 り 証 拠 金

差 入 保 証 金 未 払 金

委 託 者 先 物 取 引 差 金 未 払 費 用

預 託 金 預 り 金

未 収 入 金 賞 与 引 当 金

貸 付 商 品 そ の 他 の 流 動 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産 固 定 負 債

固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産 繰 延 税 金 負 債

建 物 特 別 法 上 の 準 備 金

器 具 及 び 備 品 商 品 取 引 責 任 準 備 金

土 地  (商品先物取引法第221条)

無 形 固 定 資 産 負 債 合 計

ソ フ ト ウ エ ア ( 純 資 産 の 部 )

投 資 そ の 他 の 資 産 株 主 資 本

投 資 有 価 証 券 資 本 金

出 資 金 資 本 剰 余 金

会 員 権 資 本 準 備 金

長 期 差 入 保 証 金 その他の資本剰余金

長 期 未 収 金 利 益 剰 余 金

破 産 更 生 債 権 等 そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債・純資産合計

その他の投資その他の資産 繰 越 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金



損益計算書

（自 2018年４月１日　至 2019年３月31日）

千円 1,932,594 千円

1,313,952

227,589

391,052

2,089,464

2,089,464

156,870

117,373

4,020

14,203

1,281

24,448

66,115

7,303

22,219

9,686

444

3,422

8,460

204

61,715

223,155

84

1,957

14,575

6,100

13,895

186,543

63,039

34,000

29,038

98,400

3,661 3,661

94,738

岡藤商事株式会社

金                       額

営 業 収 益

受 取 手 数 料

売 買 損 益

そ の 他

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

受 取 リ ー ス 料

紛 議 関 連 賠 償 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

為 替 差 損

支 払 リ ー ス 料

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

商品取引責任準備金戻入額

訴 訟 損 失 引 当 金 戻 入 額

清 算 分 配 金

顧 客 移 管 収 入

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

減 損 損 失

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税



株主資本等変動計算書

（自 2018年４月１日　至 2019年３月31日）

（単位：千円）

繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,000    500,000      1,183,561    1,683,561    △1,107,668  △1,107,668  2,575,892    

当期変動額

当期純利益 94,738       94,738       94,738       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 -            -            -            -            94,738       94,738       94,738       

当期末残高 2,000,000    500,000      1,183,561    1,683,561    △1,012,929  △1,012,929  2,670,631    

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 187,525      187,525      2,763,418    

当期変動額

当期純利益 94,738       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△5,404      △5,404      △5,404      

当期変動額合計 △5,404      △5,404      89,334       

当期末残高 182,121      182,121      2,852,753    

岡藤商事株式会社

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 その他資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

評価・換算差額等
純資産
合計



個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、「会社法計算規則」（平成18年法務省令第13号）に基づくとともに、「商品先物取引業統一

経理基準」（平成５年３月３日付、旧（社）日本商品取引員協会理事会決議）に準拠して作成しております。 

  なお、計算書類の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) その他有価証券 

時価のあるもの……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。) 

時価のないもの……… 移動平均法による原価法により評価しております。 

 (2) 保管有価証券…………… 商品先物取引法施行規則第39条に基づく充用価格によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品……………………… 先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)により評価しております。 

３．デリバティブ………………  時価法により評価しております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…………… 

（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産…………… 定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用)については社内に

おける見込利用期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用…………… 定額法を採用しております。 

５．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金……………… 委託者の債権や貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金……………… 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金………… 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。 

(4) 商品取引責任準備金…… 商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に

基づき同法施行規則第111条に定める額を計上しております。 

 



６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は当事

業年度の費用として処理しております。 

(3) 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

 

（表示方法の変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月 16 日）を当事業年

度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に

表示する方法に変更しております。 

損益計算書 

前事業年度において営業収益の「その他」に表示しておりました金地金等の大口買取業務による収益につ

いて、当事業年度より営業収益の「売買損益」に含めて表示しております。これは、経営実態に合わせ、経

営成績をより適切に表示するために行ったものであります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 300,000千円  

保管借入商品 573,250千円  

合  計 873,250千円  

 (2) 担保に係る債務 

  短期借入金 533,750千円  

  一年内返済予定の長期借入金 337,125千円  

合  計 870,875千円  

 (3) 下記の資産を親会社の短期借入金の担保に供しております。 

定期預金 200,000千円  

２．関係会社に対する金銭債権債務 

 短期金銭債権 466,433千円  

 長期金銭債権 184,491千円  

３．有形固定資産の減価償却累計額    409,612千円 

  （なお、上記には減損損失の累計額154,126千円を含めております。） 

 



（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業収益 340,481千円  

営業費用 883,352千円  

営業外収益 66,186千円  

営業外費用 85千円  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式数の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増   加 減   少 当 事 業 年 度 末 

普通株式 9,965,047株 ― ― 9,965,047株 

 ２．剰余金の配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 



（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社では、商品先物取引を中心として金融・投資サービス業を営んでおります。商品先物取引を行うた

め、商品先物取引法に定める商品取引所の会員資格及び取引参加資格を取得し、商品取引所に上場されて

いる商品を対象に自己の計算において行う商品先物取引(自己ディーリング業務)を行っております。また、

保有現物商品(貴金属商品等)の価格変動のリスクをヘッジする目的及び現物商品を取得するために利用し

ております。 

資金調達については、主に銀行借入により調達しております。 

  (2) 金融商品の内容及びリスク 

営業債権である委託者未収金は、信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に株式であり、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらはそれぞ

れ発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主として設備投資に係

る資金調達であります。 

  (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスクの管理 

営業債権については、当社の各営業部門及び営業管理部等が、取引先の状況を管理するとともに、債

権の回収に努めております。デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽

減するために、取引所取引及び格付けの高い金融機関との取引を行っております。 

②  市場リスクの管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引のうち、当社の中核事業である商品先物取引につきましては「ディーリング業務規

程」によりその実施基準を定め、売買規模が過大にならないように統制しております。取引の執行者は、

事前に定めた者に限定されています。執行者及び担当部署全体の運用状況の管理も行い、取締役会等に

その内容が報告されております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社では、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、緊急

時に備えた一定水準の借入枠を確保すること等によって手許流動性を維持することなどにより、流動性

リスクを管理しております。 

  (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。また、「２.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 



２．金融商品の時価等に関する事項 

   2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めておりません。 

（単位：千円） 

 
貸 借 対 照 表 

計 上 額 
時   価 差   額 

（１）現金及び預金 2,533,749 2,533,749 ― 

（２）委託者未収金 28,351 28,351 ― 

（３）保管借入商品 573,250 573,250 ― 

（４）保管有価証券 3,094,308 4,458,250 1,363,942 

（５）差入保証金 6,297,778 6,297,778 ― 

（６）委託者先物取引差金 1,685,577 1,685,577 ― 

（７）未収入金 530,110 530,110 ― 

（８）貸付商品 13,454,413 13,454,413 ― 

（９）投資有価証券 796,828 796,828 ― 

（10）長期未収金 184,491 184,491 ― 

（11）破産更生債権等 1,422,733   

    貸倒引当金（*） △1,420,264   

 2,469 1,966 △503 

資産計 29,181,328 30,544,767 1,363,438 

（12）短期借入金 533,750 533,750 ― 

（13）一年内返済予定の長期借入金 337,125 337,125 ― 

（14）借入商品 6,048,023 6,048,023 ― 

（15）預り商品 8,106,924 8,106,924 ― 

（16）預り証拠金 11,664,994 13,028,937 1,363,942 

（17）預り金 44,222 44,222 ― 

負債計 26,735,039 28,098,981 1,363,942 

（18）デリバティブ ― ― ― 

   （*）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 



 (注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項 

(１)現金及び預金、(２)委託者未収金、(３)保管借入商品、(５)差入保証金、(６)委託者先物取

引差金、 (７)未収入金、(８)貸付商品 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(４)保管有価証券、(９)投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(10)長期未収金 

これらの時価について、回収見込額等により、時価を算定しております。 

(11)破産更生債権等 

これらの時価について、担保又は保証による回収見込額等により、時価を算定しております。 

(12)短期借入金、(13)一年内返済予定の長期借入金、(14)借入商品、(15)預り商品、(17)預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(16)預り証拠金 

これらの時価について、現金部分については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、代用有価証券部分については、こ

れらの時価について、株式等は取引所等の価格によっております。 

 (18)デリバティブ取引 

         これらの時価は、取引所等の最終価格によっております。 

          (商品先物取引)                        （単位：千円） 

 契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

売 建 395,268 394,556 711 

買 建 396,610 396,275 △335 

差 引 ― ― 376 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区     分 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非上場株式 40,906 

長期差入保証金 580,554 

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

るため、非上場株式については「（９）投資有価証券」には含めておらず、長期差入保証金につき

ましては、上記の表から除外しております。 

     



（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、奈良県その他の地域において、賃貸用住宅(土地を含む。)を有しております。 

2019 年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 1,281 千円（不動産賃貸料に計上）であり

ます。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時    価 

33,585 42,515 

   (注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。 

２．事業年度末における時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金 474,901 千円 

賞与引当金 3,916 千円 

退職給付引当金 123,697 千円 

商品取引責任準備金 22,758 千円 

未払事業税 5,138 千円 

未払金 1,615 千円 

会員権評価損 42,901 千円 

出資金評価損 9,863 千円 

繰越欠損金 463,276 千円 

減損損失 103,509 千円 

資産除去債務償却額 2,317 千円 

その他 34,731 千円 

繰延税金資産小計 1,288,629 千円 

 評価性引当額 △1,288,629 千円 

繰延税金資産合計  ― 

   

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 80,377 千円 

繰延税金負債合計 80,377 千円 

   

繰延税金負債の純額 80,377 千円 

 
 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、器具及び備品、車輌等の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

 １．親会社及び法人主要株主等 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議 決 権 等 の 
所有(被所有) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取 引 金 額 
( 千 円 ) 

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

役員の 

兼任等 

事業上の

関 係 

親会社 
岡 藤 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

株 式 会 社 

直接 

(100％) 

兼任 

５名 

経営指導に

関する契約

等を締結 

親会社に対する債権 ― 未収入金 381,780 

担保資産の提供 

（注１） 
200,000   

 ２．兄弟会社等 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議 決 権 等 の 
所有(被所有) 
割 合 ( ％ ) 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 
取 引 の 内 容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

( 千 円 ) 
役員の 
兼任等 

事業上の
関 係 

親会社の 

子会社 

日 本 フ ィ ナ ン シ ャ ル 

セ キ ュ リ テ ィ ー ズ 

株 式 会 社 

― 
兼任 

４名 

商品先物取

引仲介業に

関する契約

等を締結 

商品取引支払手数料 758,301 ― ― 

紛議関連賠償金 66,115 ― ― 

(注)１．担保資産の提供は、親会社の金融機関からの借入金に対して、当社が行っているものであります。 

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針 

    上記各社との取引金額については、業務内容を勘案し、協議の上決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額            286円27銭 

２．１株当たり当期純利益           9円50銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 


